
２ ０ ２ １ 年 ３ 月 １ ７ 日  

 

予 算 特 別 委 員 長  水 田 裕 一 郎  様  

 

              予 算 特 別 委 員  入 江  次 郎  

 

令 和 ３ 年 度 予 算 案 の 編 成 替 え を 求 め る 動 議  

 

 下 記 の 予 算 案 に つ い て は 、 知 事 は こ れ を 撤 回 し 別 紙 の と お

り 速 や か に 組 み 替 え 、 再 提 出 さ れ る よ う 要 求 す る 。  

 

記  

 

１  議 案 番 号 ・ 件 名  

 

   第１号議案   令和３年度兵庫県一般会計予算 

 

   第４号議案   令和３年度兵庫県公共事業用地先行取得事業 

           特別会計予算 

 

   第８号議案   令和３年度兵庫県公債費特別会計予算 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別 紙） 

予算案の編成替えを求める動議項目 

 

第１号議案  令和３年度兵庫県一般会計予算 

 

 歳 入  ３０，１４５，４６２千円を減額する。 

 

１ 分担金及び負担金を１，１８４，１００千円減額する。 

２ 使用料及び手数料を１０，００７千円減額する。 

３ 国庫支出金を８，４２１，８８２千円減額する。 

４ 繰入金を４３０,８３９千円減額する。 

５ 諸収入を２６，５６４千円減額する。 

６ 県債を２０，０７２，０７０千円減額する。 

 

 歳 出  ３０，１４５，４６２千円を減額する。 

 

１ 議会費１５，４００千円を減額する。 

(1) 議会運営費の議員海外渡航費を、友好都市訪問の公式行事のみを対象とし、人数

を半減するなど簡素化し、１５，４００千円の半減額する。 

 

２ 総務費１，５０５，４２１千円を減額する。 

(1) 新型コロナウイルス感染症対策費を、１，０００，０００千円計上する。 

(2) 県広報活動費を整理し、よりわかりやすい広報に改めるため、１１７,７５０千

円を減額する。 

(3) 電子申請システム推進事業費は、問題のある住民基本台帳システムを基盤とした

サービスなので、２４,１４８千円を削除する。 

(4) 総合的情報通信ネットワーク推進事業費も、同様に、９９，７５１千円を削除す

る。 

(5)  総合行政ネットワーク運用管理推進事業費も、同様に、３９,８８３千円を削除

する。 

(6)  電子計算組織運営事業費等は、問題のあるマイナンバーの経費が含まれており４

２５，１９９千円を削除する。 



(7) 淡路夢舞台国際会議場管理運営費を見直し、６２，１６９千円を減額する。 

(8)  自衛隊員募集事務費は、４７６千円を削除する。 

(9) 行財政運営推進費は、県民サービス削減を推進するものが含まれており、６，１

５４千円を削除する。 

(10) 関西広域連合分担金は、３１１，１１５千円を削除する。 

(11)  兵庫情報ハイウェイ運用事業費等は、過大なため、事業を見直し、４６９，９

３７千円を減額する。 

(12) 地域創生推進事業費は、事業を見直して、７１０，００１千円を減額する。 

(13) 次世代エネルギー開発促進事業費は、８，８８３千円を削減する。 

(14) 住民基本台帳ネットワークシステム推進事業費は、１５０，７２６千円を削除す

る。 

(15)  マイナンバーカードを活用したマイナポイントの利用促進事業費は、６,９４６

千円を削除する。 

(16) 兵庫県住宅再建共済制度実施事業費は、宣伝費等が過大なため、７２，２８３千

円を減額する。 

 

３ 民生費４，４５６，９９８千円を増額する。 

(1) 重度障害者児医療費公費負担助成費について、世帯合算をやめ第 2 次行革プラン

前なみにもどすため、８２,０００千円を増額する。 

(2) 老人医療費公費負担助成費は、「最終 2 カ年行革プラン」での廃止を中止し、事

業復活させるため、３１５,０００千円を計上する。 

(3) 加齢性難聴者補聴器購入補助事業を創設し、２００,０００千円を計上する。 

(4) 乳幼児等医療費公費負担助成費は、県市町共同事業として、中学卒業まで、一部

負担と所得制限をなくして完全無償化するために、必要経費の半額の３，０７６，

０００千円を増額する。 

(5) 母子家庭等医療費給付事業助成費は、「第三次行革プラン」による対象者削減の

うち、母子・父子と高校生の生徒分の負担増を元にもどすため、１６８,０００千

円を増額する。 

(6) 国民健康保険料の子どもの均等割減免制度を創設し、１,２００,０００千円を国

民健康保険連絡調整費として増額する。 

(7) 隣保館活動促進費は、同和事業を廃止するため、２２４，６６０千円を削除する。 

(8) 人権啓発事業費は、２２,５０８千円を削除する。 



(9) 人権文化をすすめる県民運動推進費は、４５，８９９千円を削除する。 

(10) 兵庫県人権啓発協会運営費補助は、４４，４９６千円を削除する。 

(11) 人権ネットワーク事業費は、不公正な同和行政を残す危険があり、８,１１３千

円を削除する。 

(12) 隣保館施設整備費補助は、３２，９１２千円を削除する。 

(13) 高齢期移行助成事業費補助は、老人医療費公費負担助成費として復活させるため、

２０５，４１４千円を削除する。 

 

４ 衛生費１，７７８，８１８千円を減額する。 

(1) 保健師を１１名増員するために、健康福祉事務所職員費を８８，０００千円増額

する。 

(2) 難病その他特定疾患医療費は、国の制度改変による、従来無料だった非課税者の

自己負担の有料化を中止し、無料で維持するため、３５,０００千円を増額する。 

(3) 新・兵庫県地球温暖化対策推進計画による温室効果ガス排出削減強化、石炭火力

発電所を禁止するために調査費等として、環境行政総合調整費を創設し、３,０００

千円を計上する。 

(4)市町とともに、自然エネルギーを普及するための計画をつくるための基礎調査をお

こなうため自然エネルギー地域ポテンシャル調査事業費を創設し、６,０００千円

を計上する。 

(5) 中小企業所省エネ設備導入など促進事業費は、再生可能エネルギー施設導入企業

への補助をおこなうため５０,０００千円を増額する。 

(6) 家庭における省エネ支援事業は、家庭用太陽光パネルへの設置補助をおこなうた

め、３０,０００千円を増額する。 

(7) 看護師学生等就学資金支援金は、人材確保支援のため３０,０００千円を計上する。 

(8) 小野長寿の郷構想推進費は、県民のニーズもなく、採算性も低い計画であるので、

６８１千円を削除する。 

(9) 地域医療構想推進事業費から、地域医療構想推進体制強化事業費７，２６５千円、

病床ダウンサイジングや病床機能転換・再編統合等支援事業費等２，０１２，８７

２千円を減額する。 

 

５ 労働費５２,５９８千円を増額する。 

(1) ジェンダー平等促進中小企業支援事業費を創設し、１００，０００千円を計上す



る。 

(2) 中小企業就業者確保支援事業費の１人当たりの額を増額し、活用しやすい制度に

するために、２１，０００千円を増額する。 

(3) 労使調整費は、一部の労働組合と連携するものとなっているので、２,５９７千円

を削除する。 

(4) 労働委員会の委員等の報酬を見直して、６５,８０５千円を減額する。 

 

６ 農林水産費１，７６１，８９３千円を減額する。 

(1) 中山間地の小規模農家を支援する小規模農家公的サポート事業を創設し、５０,

０００千円を計上する。 

(2) 広域営農団地農道整備事業費は、事業を見直して３７８，５２５千円を減額する。 

(3) 国直轄事業負担金は、国が負担するべきであるため、１，１６５，１２３千円を

削除する。 

(4) 県営森林基幹道開設事業費は、路線や事業費を見直して、２６８，２４５千円を

減額する。 

 

７ 商工費３，４６３，４７８千円を減額する。 

(1) 中小企業振興会議費(仮称)を創設し、中小企業団体の参加する会議を設置運営す

る費用として、１,０００千円を計上する。 

(2) 中小企業店舗リフォーム助成事業を創設し、２０,０００千円を計上する。 

(3)  地域経済活性化支援費補助は、商工会議所等を通じた小規模対策事業を改めるた

め、１，５０９，３１１千円を減額する。 

(4) 新規産業立地促進補助は、大企業中心の立地補助金を見直し、１，８９１，６４

４千円を削除する。 

また、産業立地条例施行事務費等１４,９３１千円、ひょうご・神戸投資サポー

トセンター事業費６８，５９２千円を削除する。 

 

８ 土木費２９，３０７，９６１千円を減額する。 

(1)  土木管理事務職員費は、人手不足による慢性的な超過勤務の解消に向け、１３土

木事務所に各１名の増員をはかるため、１０４，０００千円を増額する。 

(2)  バス対策事業費は、「最終２カ年行革プラン」による負担割合の見直しを元に戻

すため、６，４８４千円を増額する。 



(3) ひょうご住まいの耐震化促進事業費は、３００,０００千円を増額する。 

(4)「民間住宅リフォーム助成制度」を創設するため、１００,０００千円を計上する。 

(5) 人生いきいき住宅推進費は、高齢者・障害者向け住宅バリアフリー化を一層促進

させるため、１００,０００千円を増額する。 

(6) 公共事業用地先行取得事業特別会計への繰出を見直し、３２，５５７千円を減額

する。 

(7)  高速自動車道建設促進費は、４０，４３４千円を削除する。 

(8)  総合交通計画費は、東播丹波連絡道路関連調査費・播磨臨海地域道路計画調査費

など必要性・採算性に疑問のある道路計画調査であるので、１２５，０００千円を

削除する。 

(9)  道路橋りょう事業事務費を見直し、１，８９６，２１２千円を減額する。 

(10) 大阪湾岸道路西伸部整備事業費補助は、１３１，４１４千円を削除する。 

(11) 公共事業道路橋りょう新設改良費は、不要不急の道路計画等を見直し、１０，

１２２，９００千円を減額する。 

(12)  県単独道路橋りょう新設改良費は、６８４，１０８千円を減額する。 

(13) 国直轄道路事業負担金は、全額国が負担をすべきであるため、５，１４２，００

０千円を削除する。 

(14) 日本河川協会等分担金は、２,２９４千円を削除する。 

(15) 県単独河川総合開発事業費を見直し、２８６，９５０千円を減額する。 

(16) 国直轄河川事業負担金は、全額国が負担をすべきであるため、１，９３５，００

０千円を削除する。 

(17) 国直轄海岸事業負担金は、全額国が負担をすべきであるため、１３２，７００千

円を削除する。 

(18) 国直轄砂防事業負担金は、全額国が負担をすべきであるため、９６７，０００千

円を削除する。 

(19) 公共事業港湾改良費を見直し、１，５５７，２００千円を減額する。 

(20) 国直轄港湾事業負担金は、全額国が負担をすべきであるため、３４７，３００千

円を削除する。 

(21) 空港利用促進費は、関西３空港の利用促進費、神戸空港推進協議会などの空港関

係協議会等分担金等を見直し、１７，１５９千円を削除する。 

(22)神戸空港整備事業費補助金は、１５２，１６２千円を削除する。 

(23)公共事業空港維持修繕費は、９０,０００千円を削除する。 



(24)空港公園維持修繕費は、１７,１３６千円を削除する。 

(25)空港維持修繕費は、３９４，１６４千円を削除する。 

(26) 但馬空港管理・運航対策費は、４１３,５４７千円を削除する。 

(27) 公共事業街路事業費は、園田西武庫線などの事業を見直すなど、２，６６５，５

００千円を減額する。 

(28) 県単独街路整備費を見直し、８７,８５０千円を減額する。 

(29) 県立都市公園等維持管理費を見直し、６５９，９０６千円を減額する。 

(30) 国営明石海峡公園の国直轄事業負担金は、過大で必要性に問題があり、本来全額

国が負担をすべきであるため、２４１,０００千円を削除する。 

(31) 尼崎の森スポーツ健康増進施設費を見直し、２０２,４４４千円を減額する。 

(32) まちづくり政策推進費を見直し、５，７８４千円を減額する。 

(33) 土地区画整理事業費を見直し、２５０，６００千円を減額する。 

(34) 都市再開発事業推進費を見直し、１，３０７，６２４千円を減額する。 

(35) 市街地整備事業助成費を見直し、１０，５００千円を減額する。 

 

９ 警察費９０,０００千円を減額する。 

(1) 刑事警察費のうち、「裏金」の疑惑がもたれている捜査費を、さらに見直して、

４５,０００千円を減額する。 

(2) 警察施設整備費は、警察署の統廃合計画を見直して、４５,０００千円を減額す

る。 

 

１０ 教育費３，６６７，９１３千円を増額する。 

(1)  高等学校生徒用貸与端末等整備事業費を創設し、１，９３５，０００千円を計上

する。 

(2) 兵庫県高等教育就学支援制度を創設し、２７０，０００千円を計上する。 

(3)  ３５人学級を５・６年生に導入し、２２５学級分の教員を増員するため、小学校

職員費は１，６４４，７５０千円を増額する。 

(4) 私立高等学校等生徒授業料軽減補助事業の拡充のため、１４０，０００千円を増

額する。 

(5) 教育行政企画費は、ひょうご教育創造プランのフォローアップ実施費等、１，４

１９千円を削除する。 

(6)  ひょうご学力向上プロジェクト推進費、２，８６８千円を削除する。 



(7) 道徳教育を見直すため、道徳教育副読本配布事業費１２，０００千円を削除する。 

(8)  奨学資金事業費は、債権回収事業の民間任せをやめるため、３０，７７４千円を

削除する。 

(9)  １０年経験者研修実施費は、教員免許更新制度に関連するもので、１９，６５７

千円を削除する。 

(10) 自然学校推進事業費は、日程などを柔軟な事業に見直し、２３０,４７９千円を

減額する。 

(11) 人権教育推進費のうち、人権教育指導者等研修実施費等７０２千円、人権教育推

進関係団体育成事業費１０,８４７千円、地域に学ぶ人権学習推進事業費１３,０９

１千円は、兵庫県人権教育研究協議会（旧兵同協）への補助金など不公正な同和事

業が残されており、削除する。 

 

１１ 予備費４００,０００千円を減額する。 



第４号議案 令和３年度兵庫県公共事業用地先行取得事業特別会計予算 

 

 歳 入  ３，０３２，５５７千円を削除する。 

  一般会計からの繰入金、３２，５５７千円を削除する。 

  県債、３，０００，０００千円を削除する。 

 

 歳 出  ３，０３２，５５７千円を減額する。 

  公共事業用地費、３，０００，０００千円を削除する。 

  公債費特別会計へ繰出、３２，５５７千円を削除する。 

 

 

第８号議案 令和３年度兵庫県公債費特別会計予算 

 

 歳 入  ３２，５５７千円を減額する。 

 公共事業用地先行取得事業特別会計からの繰入金、３２，５５７千円を減額 

する。 

 

 歳 出  ３２，５５７千円を減額する。 

  公債費、３２，５５７千円を減額する。 

 
 

 


